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高橋（稔）委員

　それでは、最初に第７回線引き見直しの取組について伺ってまいりたいと思

います。

　本年４月に施行された、いわゆる第２次一括法で、主として都市計画決定権

限が市町に移譲されたわけですが、それらについて何点か伺ってまいりたいと

思いますが、政令市との関係で、特にどのように変化してくるのか伺っておき

たいと思います。

都市計画課長

　政令市につきましては、市街化区域と市街化調整区域の区分をする区域区分、

それから首都高速道路、それから高速自動車国道等の国道の決定権限、こうい

ったものが政令市に移譲をされました。その結果、政令市の市域におきまして、

県が決定権限を有しておりますのが、この都市計画区域マスタープランの整備

に対する保全の更新の決定権限のみとなっております。

高橋（稔）委員

　そういう状況の中で、今おっしゃった都市計画区域マスタープランの策定を

どうしていくのか、こういったところは気になるわけですが、都市計画決定の

権限移譲と、そういった本県のいわゆる権限との、作業上のそごが生まれない

ようにすることが大事かなと思いますが、どういうような認識でいらっしゃい

ますか。

都市計画課長

　今、基本的基準と称する県の考え方の取りまとめに向けて検討を進めており

まして、この基準をおおむね１年後に取りまとめをしています。その後、都市

計画の素案をつくってもらっていますが、素案をつくる際に政令市を含めまし

て、市町と入念な調整をしているわけです。調整に当たりましては、各市町、

市町村マスタープランと呼びますが、都市計画の基本的な考え方、これを住民

との合意形成を経たので既に策定済みでございまして、こういったものの中に

各市町が将来達成していきたいまちづくりですとか、それから都市基盤整備の

計画が盛り込まれております。したがいまして、線引きの素案をつくるに当た

りましては、まず、こういった市町の計画上の内容について実現の可能性はど

うなのかといったようなことも含めてよく伺ってまいります。その上で、県と

いたしまして、様々な計画が広域的にどういった影響を及ぼしていくのか十分

に検討いたしまして、都市計画区域マスタープランにしていきたいと、こうい

った調整過程を経てつくり上げてまいります。



高橋（稔）委員

　さきの委員の質疑でも、そういった意味で市町からの意見聴取、そういった

ことをしているという答弁がありまして、広域連携については賛同が得られて

いるというような趣旨だったかと思いますが、そういった中で、今のようなス

ケジュール感ですが、必ずしも開発需要が高くないところもあるのかなと思い

ますが、それらについてはどういう取組をしていくのでしょうか。

都市計画課長

　各市町からいろいろな計画を伺う中で、やはりその人口等がもう既に減少に

転じている市町もございまして、そういった市町においては、例えば住宅系の

開発については、先が余りないですとか、そういったこともあります。

　一方で、横浜市、川崎市等々は今も人口が伸びておりますので、まだまだ住

宅も市街地も造っていきたいという御意向はあろうかと思います。

　また、産業系の市街地につきましては、少し様子が変わっておりまして、さ

がみ縦貫道路ですとか、新東名の供用開始もあります。そういった新たなイン

ターチェンジができますので、インターチェンジ周辺につきましては、産業活

性化の用地として適地だと思っておりますので、産業系につきましては、そう

いった利便性が高まる地域に手厚く整備していく、そういった考え方も必要に

なってくると思います。

　したがいまして、人口の動向ですとか、産業の動向を見極めて、様々な地域

の特性があろうかと思いますので、そういったものを踏まえた取組を進めてま

いりたいと考えております。

高橋（稔）委員

　それでは、この東日本大震災の津波災害を踏まえた津波防災対策の強化の検

討を受けて、かながわ都市マスタープランの一部を改訂していくというふうに

ありましたが、もう少し具体的に伺っておきたいと思います。

都市計画課長

　ただいまのかながわ都市マスタープランは、おおむね 20 年後の都市づくり

の方向性を示すものとして策定しておりまして、現在の計画は平成 19 年に策

定をしたものでございます。この中には既に都市防災に関する考え方も踏み込

んでございまして、大規模な自然災害に関して被害を極力減らすという減災と

いう考え方を盛り込んでいるところでございます。

　しかしながら、東日本大震災の津波の状況を見まして、県の津波浸水想定に

おいては、浸水区域は大幅に広がるという結果になりましたので、そういった

状況を勘案いたしまして、発生する確率が低くとも、一たび発生すると深刻な

被害をもたらす津波災害につきましても、今後は十分に検討していく必要があ

るという認識で都市マスタープランの一部を改訂するという考えに至りました。

　具体には、津波浸水が想定される区域に本県の場合の正確な数字は試算して

ございませんが、何万人もの居住者の方がいらっしゃると存じますので、そう

いった方々の生命を守って、それから財産への被害をいかに軽減していくかと、



こういった観点から、本県の沿岸部の土地利用をいかにつくりかえていくかと、

そういったことを考えています。

　その際、これまで本県沿岸部では風致景観ですとか、歴史文化等を踏まえた

まちづくりですとか、そういったものを重要視してまいりましたので、そうい

った観点は、忘れてはならないと思っていますので、こういった観点と、それ

から津波に強い土地利用という二つの相反する観点もございますが、こういっ

たものの折り合いをどうやってつけていくかということについて、まだ十分解

決策は持っておりませんが、そういった検討を進めてまいりたいと思っており

ます。

高橋（稔）委員

　そういう防災といいますか、東日本大震災を受けての土地利用の規制誘導の

在り方ということを主眼に置いて、検討されていくのだと思うのですが、一方、

かながわグランドデザインの中では、災害対策ももちろんあるのですが、電力

不足、エネルギー対策、それから今我が国で問題になっている放射能汚染の対

策、こういったこともグランドデザインの柱の中には据えているわけでして、

災害対策だけを取り上げて、いわゆるかながわ都市マスタープラン、つまり土

地利用や社会資本の整備などに基幹的な計画として位置付けていくというのが、

もう少し広げた考え方があってもいいのでないかなと思うのですが、それはど

ういう見解でしょうか。

都市計画課長

　グランドデザインで、改定された大きな点が、３点ありまして、今、委員御

指摘のとおりでございますが、電力不足への対応、それから放射能への対応、

それから津波防災への対応、この三つの観点でグランドデザインの改定がされ

ておりますが、私も都市マスタープランで受け取るべき課題といたしましては、

電力不足への対応と、それから津波防災への対応と、この二つだというふうに

考えまして、電力不足につきましては、既に太陽光発電等も進んでおりますし、

かながわ都市マスタープランにおきましても、再生可能エネルギー等を活用し

た新エネルギーを積極的に活用した都市づくりを進めていくと、低炭素のまち

づくりを進めるという考え方は既に取り込んでございます。

　したがいまして、この部分については、既存の都市マスタープランでグラン

ドデザインの考え方が反映できているというふうに考えました。津波防災につ

きましては、先ほど御答弁させていただきましたように、これだけの大規模な

津波に対しては十分対応できていると判断できませんでしたので、この部分に

ついて課題とするという考え方でございます。

高橋（稔）委員

　そうは言っても、放射能汚染の対応というのは喫緊の課題でして、これが進

まない限りは福島の再生というのはなかなか難しいという認識に立っているの

ですが、本県がどういう姿勢で土地利用の在り方を検討していくかというのは

非常に重い部分があると思うのですが、これは本県のみならず、やはり我が国



全体で考えていかなければいけないことも確かだと思いますが、やはり現実的

な対策、放射能のいわゆる汚染土壌の対応等が進んでいない状況を考えますと、

こういうときになかなか難しいとは思いますが、議論の論点としても、やはり

知見を結集していくべきではないかなというふうに思うのですが、御見解をお

伺いしたい。

都市計画課長

　放射能汚染の対応として、除染等がなかなか進まないという状況が福島県等

ではあるようでございますが、確かに放射能、グランドデザイン改定の一つの

要素にある放射能対策については、取り扱っていかないという方向性でござい

ますが、ただ、御指摘のように、やはりその土壌が汚染されている状況でとい

うのは想定しているような、本県にふさわしい土地利用がどこまでできるかと

いうこともございますので、現在、検討会で検討しておりますし、それから市

町とも意見交換しておりますが、その中で放射能への対応についても、どうい

った対応ができるのか、課題の一つとして加えて検討してまいりたいと思いま

す。

高橋（稔）委員

　これは是非お願いしたいと思います。結局、土地利用政策とリンクする話で

ありまして、私は避けられない論点だなというふうに思っていまして、福島の

再生ということを考えますと、これは本当に重要なことではないかなと思いま

して、是非よろしく御検討をお願いしたいと思います。

　そういった中で、新たな集約型都市構造への転換ということが人口減少、少

子高齢化ということで必要なのだということだと思いますが、この国の社会資

本整備審議会でも様々な議論がされているということで新聞記事にも出ており

ましたが、この集約型都市構造への転換に関して、どういう考え方をしていら

っしゃるのか確認をさせていただきたいと思います。

都市計画課長

　国の社会資本整備審議会の中に、都市計画制度小委員会という組織がござい

まして、この中で長らく集約型都市構造について議論が進んでおりまして、こ

のたび、去る９月５日に、都市の低炭素化の促進に関する法律、これが制定さ

れましたが、これがその一つの成果ということになっております。この法律で

は、都市の低炭素化を進めることが、すなわち都市機能の集約化を進めること

につながるという考え方でございまして、自治体だけでなく、都市活動の大半

は民間活動でやっておりますので、そういった民間活動も含めて低炭素化が進

むということが必要で、そのための適切な施策が必要だというふうに打ち出さ

れてございます。

　また、国においては、そういった振興を踏まえまして、補助金等の配分につ

いても、集約化に資するような事業には手厚く配分していくというような考え

方を持ってございまして、例えば、郊外の病院や福祉施設などを中心部に移転

するような事業者に対して、その建設費を補助したり、それから郊外部か中心



部に転居する住民に家賃を補填するような制度をつくる市町については、そう

いった施策に対して補助金を出すというようなことも県においては考えている

ところでございます。そういった財政的な支援等も重点的に実施するという考

え方を聞いてもございますので、そういったものがもしできれば活用してまい

りたいということです。

高橋（稔）委員

　この集約型都市構造への転換というのを先ほども伺いましたが、県内市町と

共有化しているかということも大事かなと思いますが、県内にはこれから区画

整理事業なり、生活計画があるか分かりませんが、いろいろまちづくりが始ま

っていこうとしている中で、この集約型都市構造への転換というのをどれだけ

共有できるかということは大事だと思いますが、それについてはどういう見解

をされていますでしょうか。

都市計画課長

　市町と既に相当意見交換を進めておりまして、集約型都市構造への転換が必

要だというところは、先ほどの国の考え等を踏まえまして、私どもも期待をし

ているところでございますが、ただ、やはり率直に申し上げますと、市町はま

だまだ、できれば市街地を郊外部に拡大していきたいという意向がございまし

て、人口減少社会に入っておりますので、そういったことの頭の切り替えも必

要だということを私どもから市町にも申し上げまして、引き続きそういった対

応をしてまいりたいというふうに考えてございます。

高橋（稔）委員

　そういう人口減少の中で、集約型都市構造への転換ということを市町と共有

していくということとともに、先ほどの答弁ですと、市町は広域連携というこ

とも視野に入れながらやっていくことには賛同しているということで、具体に、

今どちらか想定されているところは出てきているんですか。

都市計画課長

　広域的に連携していくという方向性を打ち出して市町で調整しておりますが、

やはり都市計画の決定権限が、県は限られてくるということを各市町は思って

おりまして、やはり県が定める整備、開発及び保全の方針については、県がコ

ントロールできるところだけをやってくださいと、市町は一部の設定権限等が

ございますので、自分たちができるところは任せていただきたいということを

申しております。

　したがいまして、私どもは、いずれは広域的に県がしっかりコントロールし

て、例えば、郊外部に大規模な住宅地ができますと、どうしてもその影響が隣

接の都市計画区域に及びますので、そういったところは県としてもしっかり見

ていく必要があると思うので、例えば、都市計画区域をまたぐような道路の都

市計画決定があった場合には、やはりそれは広域的に減歩して、一定の関与を

していく必要があると思っていますので、そういったところに特化していく方



向で調整しておりまして、市町のおおむねの意見といたしましては、そういう

県の権限と一体となった広域化であれば、市町としても賛同するという意見が

大勢でございます。

高橋（稔）委員

　そういう広域連携というところで、かなり影響力のあるようなまちづくりと

いうのは当然県が深く関与して、しっかりリードしてほしいという思いがいた

しますが、例えば、それなりに大きな財政力を持ち、大きな力を持っている中

核市、政令市等が出てきているわけでして、こういったところのまちづくりに

ついて、都市計画決定が権限移譲されているとはいえども、どういうふうに県

が関係していくのかなというところで、具体例を示して伺ってみたいと思いま

すが、例えば、藤沢村岡、鎌倉深沢地区、このまちづくりについて、どういう

連携が図れるかなということが気になるんですが、少し伺っておきたいと思い

ますが、御承知のように、平成 18 年の武田薬品の研究所建設と、それととも

に、ＪＲ東日本の鎌倉総合車両センターの廃止を受けまして、一体開発という

ことで、これから進もうとしていますが、参考のために、現在の進捗状況を確

認しておきたいと思います。

都市計画課長

　平成 19 年になりますが、県の協力の下に、藤沢市、鎌倉市で村岡地区、深

沢地区の全体整備構想案、これを策定いたしました。現在、この構想に基づい

て、各市町が取組を進めておりまして、さらには湘南地区整備連絡協議会とい

う組織を県、両市に設置されまして、この組織の下に協調対策を見ながら、さ

らに取組を進めてきております。

　具体的には、鎌倉市の深沢地区でございますが、約 33 ヘクタールの区域で、

取組が進められておりまして、健康をテーマとするようなまちづくりを進めて

いくということで、既に地域の合意を図られておりまして、医療福祉系大学を

核とする健康生活拠点を目指すと、そういう方向性で既に、平成 22 年９月に

市民合意がされております。現在、鎌倉市では、早ければ年度内に土地区画整

理事業等の都市計画決定を行いたいというふうにしてございまして、都市計画

決定に向けた地元調整を進めている段階でございます。

　藤沢市の村岡地区でございますが、約 10 ヘクタールの区域において、隣接

しております、委員御指摘の武田薬品工業湘南研究所がございまして、合わせ

て、その他にも薬品会社の研究機関等がございまして、こういった機関との連

携を視野に入れまして、研究開発施設を中心とするような土地利用をするとい

うことで、既に地域の合意形成を図られています。こちらにつきましては、平

成 24 年３月に村岡地区整備計画案というものが制定されております。

　現状でございますが、藤沢市は都市計画決定については少し先でございまし

て、２年から３年程度の間で都市計画の手続に入っていくというスケジュール

を描いてございます。



高橋（稔）委員

　集約型都市構造というのと少し違うのかなという思いもいたしますが、また、

広域連携という視点でも少し違うのかなと思いますが、ただ、２市が新駅をに

らんで一体的なまちづくりを行っていくという意味では、線引き見直しの今後

の方向性で言われているところのまちづくり、こういったことと全く無関係で

はないのだろうなと思います。さっきおっしゃっていた鉄道新駅を中心にした

まちづくりということになってきますと、こういったところでの新駅の誕生と

か、そういうことが非常に重要な核となっていくでしょうし、そういうことを

思いながら少し伺ってみたいと思うのですが、鎌倉市では、この８月に資料を

出しまして、住民説明会も既に始まっていると伺っておりますが、今ありまし

たコンセプトで説明がなされているようですが、この両市のまちづくりにおい

て、本県の役割を再度確認しておきたいと思います。

都市計画課長

　２市にまたがる広域性がございますので、このまちづくりに平成 19 年から

県が関与してございますが、具体に、どんな取組を行っているかと申しますと、

例えば、鉄道新駅をはじめとして、周辺道路、それから駅前広場等、様々な交

通インフラがございますので、こういった交通インフラの施設の配置ですとか

規模、こういったものはどうなるのか、そういった両市の検討に県も加わって

いきます。

　それから、深沢地区と村岡地区、両地区を結ぶ根幹となる道路を真ん中に通

そうという計画がございまして、その道路の幅員ですとか、あるいはその道路

の位置はどうするか、こういった検討につきまして、両市とともに県としても

調整を進めているというような状況でございます。

高橋（稔）委員

　その両市を結ぶアクセス道路、この存在が極めて重いわけでして、それが新

駅のところの何といいますか、深沢地区におけるアクセス道路になってくると

いうことも鑑みますと、非常に面積的に広い、約 33 ヘクタールのいわゆる深

沢地区の今後の重要性、そういったところが一層重みをなしてくるかなという

ふうに思うんですが、このＪＲ東海道線の新駅は、このまちづくりにおいて必

要不可欠でないかなと認識をしておりますが、様々な課題があると思います。

先ほど集約型都市構造ということでも、頂いた資料の中でも確かにそういう新

駅等を中心にする鉄道駅周辺における高度利用、複合利用とまちなか居住の促

進ですとか、いろいろ中心市街地の機能集積ということでうたわれております

が、ここで新駅設置に関して、県としてどういうふうに取り組んでいくのか確

認をしておきたいと思います。

交通企画課長

　これまで村岡地区、深沢地区の施設については、神奈川県そして県内全市町

村などで組織いたします神奈川県鉄道輸送力増強促進会議を通じまして設置の

要望をしてまいりました。ＪＲ東日本からは、今後両市のまちづくり構想の具



体化、それと地元の連携、そして需要等を見極めた上で、新駅設置について検

討していきたいというお答えをいただきました。さらには、横浜市で東海道、

しかしながら、東海道本線という大動脈の輸送に与える影響は相当大きいもの

がありますといったような、少し厳しめの御回答をいただいているところです。

　しかしながら、ただいま都市計画課長の方からも御答弁しましたとおり、両

地区が一体となって新駅を含む新たなまちづくりといったものが着実に進めら

れてきております。こうしたまちづくりの進捗を踏まえまして、県といたしま

しては、藤沢市、鎌倉市、両市とともに足並みをそろえまして、要望活動と新

駅に向けた取組について進めてまいりたいというふうに考えています。

高橋（稔）委員

　是非県としても主体的に取り組んでいただきたいことを強く要望しておきた

いと思いますが、やっぱり財源ということですね、請願駅になってくるでしょ

うから、やっぱり地元負担、これは藤沢市、鎌倉市、県というスキームで行く

のか、どういうふうに考えているのか確認をさせていただきたいと思いますし、

今後のスケジュールの中で、やはり財政的な裏付け、新計画はどうしていくの

かということになりますと、国庫補助金等の、そういったものの活用とか当然

スキームの中に置いていかざるを得ないと思いますが、それらを合わせて資金

計画についてどういうふうに考えておられるのか確認をさせていただきたいと

思います。

交通企画課長

　ただいまのお話の新駅の設置の部分で、確かに請願駅ということになります

ので、請願する地元の負担というのが通常でございます。

　また、現在、まちづくりで進められていく段階で、鎌倉市、藤沢市ともに、

そこまでの調整というものはしておりませんので、今後、進捗状況に応じて検

討、御協議をさせていただければというふうに思っております。

高橋（稔）委員

　ですから、先ほどから申し上げているように、集約型都市構造への転換とい

う、この考え方の中に、いわゆる都市づくりの考え方の中に、いわゆる鉄道駅

を中心にしたまちづくりというコンセプトをきっちりうたわれているので、県

としてもしっかりとかながわ都市マスタープラン、地域別計画とか、そういっ

たところでもしっかり対応していかなければならなくなってくるわけでしょう

から、是非御努力いただいて、藤沢市、鎌倉市、県と協調して、その辺のスケ

ジュール立てをしながら取り組んでいただくことを要望しておきたいと思いま

す。

　あわせて、集約型都市構造への転換は、先ほども課長から答弁ありましたが、

民間活力という視点も大事だと思いますので、この民間資金をどう投入してい

くか、知恵と資金をどう投入していくかという角度が大事だと思いますので、

この辺の民間への発信、また、どういうふうに具体に発信しながら民間の資金

力、知恵を呼び込んでいく考えなのか、その辺についても確認をさせていただ



きます。

都市計画課長

　集約型を構築していく上で民間資金をいかに集めて活用していくかというこ

とが重要な視点でございます。見直しの基本的基準をこれから策定してまいり

ますが、基本的基準は、これまではどうしても市町に対する県の考え方を示す

という色彩が強かったのですが、委員御指摘のように、民間向けにしっかりと

情報発信していくということが必要だと思いますので、これからつくる第７回

線引き見直しの基本的基準につきましては、それを民間事業者が見て集約型の

まちづくりをしていただけるような、少し書きぶりも工夫して策定してまいり

たいというふうに思います。

　それから、つくった暁には、いわゆる周知も必要でございますので、今後ホ

ームページ等々での周知はもちろん、県のたより等の広報媒体を活用して周知

してまいりたいと考えております。

高橋（稔）委員

　この村岡地区、深沢地区は、もう御承知のように、相模原市の橋本地区、藤

沢市の辻堂地区に続く、本県におけるまちづくりのポテンシャルを持っている

ところだと思いますので、是非努力していただくことを強く要望しておきたい

と思います。

　続きまして、緊急財政対策におけます公共建築工事の積算方式の見直しにつ

いて伺っておきたいと思いますが、まず、この公共建築工事が取り上げられま

して、なおかつ積算方式の見直しということで、緊急財政対策の中で取り上げ

られたわけですが、この経緯について確認をさせていただきたいと思います。

県土整備局経理課長

　建築工事につきましては、多くが民間企業で実施しているものでございまし

て、公共建築工事と異なる様々な施工を実施することによることをしています

ので、それをすることによりまして、公共建築工事の積算金額と比較して、よ

り安い価格となっているというような形でございます。また、設計につきまし

ては、調査、基本実施といったような段階的な形で進められて実施していると

いうことでございますので、公共建築工事の交付金の長期化するといったよう

な課題がございます。こうしたことから、少しでも県財政の負担を少なくする

というようなことの中で、建築工事の積算金額の低減を図るということと、ス

ピードアップ化によりまして県民の皆様への早期の施設の提供といったことを

目的に民間建築工事の積算手法ですとか、あるいはより民間の活力が活用でき

る手法、発注手法の見直しを図っていくということになったわけでございます。

高橋（稔）委員

　この緊急財政対策の中に書かれている市場単価の拡大というのは具体的にど

ういうことを意味していらっしゃるのでしょうか。



技術管理課長

　私どもが、工事を積算するに当たりましては、公共工事の積算基準に基づき

まして、それらと単価を掛け合わせました各施工の標準単価というのを持って

おりますが、これが約４万 7,000 円でございます。これは通常我々が様々な調

査に基づいてつくった歩掛や、基準に基づいて出したものでございますが、先

ほど経理課長から答弁がありましたように、建築におきましては、民間の工事

が様々な分野で並行してやっている部分がございます。これらの実際に民間の

工事の取引というものを物価調査をしている会社がございまして、そこの会社

が出しているような刊行物にこういったものを掲載されて、民間の工事で使わ

れているこういった価格を市場単価というふうに呼んでおりますが、私どもこ

ういったものに少しでも移行していくということを実際に取組としてやってお

ります。公共建築工事積算研究会というのがございまして、国をはじめ様々な

公共工事の発注機関がこういった研究会をつくりまして、より効率的な積算を

するための手法を検討しておりますが、ここでこういった提言を受けながら

徐々に標準価格から市場価格へ移行させるという作業をやっております。

　私どもの方で今回申し上げました市場価格の拡大とは、こういった通常の動

きに、我々の中で工夫をして、少しでもこの市場価格を対応できるものを増や

していこうといった取組を検討したいといったようなものでございます。

高橋（稔）委員

　現状で、この単価を、いわゆる積算単価を公表しているということなのです

が、公表することによって競争性が薄れるかなという気もするわけですが、こ

の公表するメリットとデメリットというのをもう１回確認させていただきます。

技術管理課長

　平成 18 年度から採用になりました入札契約制度のかながわ方式というもの

の中では、入札における透明性と公平性を確保するために、積算基準ですとか、

資材や労務などの単価、これを全て公表することといたしました。入札価格と

いうのは、本来入札に参加する建設会社が各社の独自の方法で施工に必要な価

格を見積もり、そして、入札に参加するというものでございますが、その際の

参考として、発注者がどのような単価、労力を見込んでいるかということを参

照することによって、正しい理解の下に見積もることができると、こういった

メリットがあるというふうに考えております。

　しかし、一方で、各社の積算能力、ノウハウが高まってまいりまして、発注

者の設計価格をかなり正確に積算できるようになってきたために、同額による

入札が増えておりまして、くじ引きによって、この落札者を決めるという案件

が増えているといったことも事実でございます。このことに関しましては、他

の自治体でも同様の課題となっておりまして、今後、関係業界の意見等も参考

にしながら対応を検討してまいりたいと思っております。

　なお、これはメリットと言えるかどうか分かりませんが、今回の緊急財政対

策の見直しにおいて、建築工事における情報の見える化を進めるということが

盛り込まれておりますが、全ての単価を公表しているということが積算に当た



って市場の流通価格を逸脱していない適正な価格を採用しているということを

常に県民に示しているということで、これも見える化の取組の中につながって

いくものではないかなというふうに考えております。

高橋（稔）委員

　今お答えいただいた中に、同額によるくじ引きという答弁があったんですが、

過日、この条件付一般競争入札等の実施状況という資料を頂きましたが、この

中で平均落札率の状況というのが示されていましたが、いわゆる工事のところ

を少し絞って伺っておきたいと思います。参考までに、平成 23 年度の土木で、

1,018 件ですが、これのくじ引き状況はどうなっているんですか。

県土整備局経理課長

　平成 22 年度は 1,107 件中 260 件がくじ引きでございまして、平成 23 年度は

1,018 件中 388 件がくじ引きです。

高橋（稔）委員

　分かりました。約４割がくじ引きということですね。

　もう一つ、先ほど他の委員の質疑の中でも最低制限価格割合、いわゆる失格

の件数のことをたしか 20％近くが失格だというふうにおっしゃっていましたが、

入札不成立件数の平成 23 年度の不調 10 件とありますよね。このうち失格は何

件ですか。

県土整備局経理課長

　10 件中６件が失格でございます。

高橋（稔）委員

　６件ということは６割ですね、60％ですね。

　先ほどの質疑の中で、約 20％という答弁をしていたと記憶しているんですが、

もう少し掘り下げていくと、ウエイトが高いかなという認識をしたわけですが、

こういう状況下の中で、先ほど単価公表のいわゆるデメリットという部分で答

弁いただいた背景が今見えたわけですが、このような状況の中で、今度発注方

式を変えて、いわゆる発注方法の見直しで設計施工一括発注方式ということで、

これも少し調べてみましたら、平成 13 年３月に、国の委員会で、東大の國島

先生中心の委員会報告が出ているんですよね、平成 13 年３月ということで。10

年前の報告書に基づいてのものが今ここでまた新たに浮上しているということ

ですね、そういうことを言うと言い過ぎなのかもしれませんが、そういうこと

で、設計施工一括発注方式というのは、簡単に言ってしまうと、今まで分離分

割発注してきた設計と工事を併せて発注しますよと、読んで字のごとくですね、

そういうことだと思うのですが、それでは、この方式のメリットとデメリット

について確認させていただきたいと思います。



営繕計画課長

　一般的には設計と施工を一元化することにより、施工者の技術的ノウハウを

反映した現場条件に適した設計、施工者の固有技術を活用した合理的な設計が

可能となることや、設計段階から施工の準備が可能になるなど、仮設費用など

のコスト削減や工期短縮につながると言われております。

　一方、工事規模は小さいと入札に参加するには二つの技術提案に要する費用

が大きくなり、入札参加者にとって過度な負担になるということも言われてお

りました。

高橋（稔）委員

　この國島先生の報告書を読んでも、平成 13 年３月ベースで、従来の分離分

割発注、分離分割が原則であったのに、一石を投じたという形でこういう設計

施工一括発注方式というのがクローズアップされていることが見て取れるわけ

ですが、なぜ今まで本県ではこういう方式を採用しなかったのか、併せて伺っ

ておきたいとともに、他の委員の質問でも、たしか県内では川崎市、埼玉県と

いう答弁があったと思いますが、その他に把握していらっしゃれば伺っておき

たいと思います。

営繕計画課長

　神奈川県では、今御指摘のとおり、建築工事の発注実績はございませんが、

まず、企業庁において、建築工事ではありませんが、太陽光発電の設置工事で

採用した事例がございます。

　また、県内の市町では、先般の川崎市という話もありましたが、藤沢市でも

事例がございます。

　他県の状況でございますが、先日は埼玉県というお話をさせていただきまし

たが、埼玉県以外には今のところ京都府、大阪府、兵庫県での事例があると聞

いております。

高橋（稔）委員

　そういう状況の中で、先ほどメリット・デメリットについて確認させていた

だきましたが、平成 13 年当時も既に潜在的な利点というのと、潜在的な難点

ということで、この報告に、挙がっているんですが、先ほど余り広げないでお

答えいただいたのですが、もう少し丁寧にメリット・デメリットを議論してお

く必要があるかなと思いますが、例えば、予定価格の算定の仕方には、どうい

うふうな影響が及んでくるのでしょうか。

　それから、技術提案された場合の審査、そういったことについてはどういう

ふうなことが考えられるのか伺っておきたいと思います。

技術管理課長

　今の御質問と、それから、今まで何で取り組んでこなかったのかという、先

ほどそういう御質問がございましたので、そこを併せてお答えさせていただき

ます。



　実は、この平成 13 年に報告があったという話がございましたが、私どもが

取り組んでいるコスト縮減対策というものの中にも、そういった新たな発注方

式への取組ということで、こういったものの取組を推進するということも既に

書かれております。

　ただ、先ほどのメリット・デメリットということで営繕計画課長からも答弁

がございましたが、実際にもう少し掘り下げていく中で、例えば、発注すると

きに、その後、起こり得ることのリスクをどう分担するのかとか、それから、

実際にこうやって発注した後に、設計と施工が一括で行われますので、その後

の品質管理、我々は工事が始まりますと現場管理を行いますが、それをどのよ

うにやるのかとかいった問題がございます。国の方で既にこの取組は始めてお

りますが、事例が今幾つか出てきてはいるのですが、実際に取り組んでいる事

例がまだ増えてきていない中で、私どももこういう新しい発注方式というのは、

いろいろと勉強はしているんですが、具体的にこういったもののやり方という

のがまだ深めていないと、事例を見ながら研究しているという状況でございま

す。

　したがいまして、今御質問がありましたような実際に発注するに当たりまし

ての金額の出し方であったりとか、それから、それを具体的に相手方を研究す

るための技術提案を受けたときに評価の仕方ですが、まだまだ我々としては勉

強しきれていなくて、これからそういったものを勉強していかなければいけな

いというふうに思っているところでございます。

高橋（稔）委員

　メリット・デメリットを答えていただいたのですが、正に今、前渡金の問題

ですとか、この前渡金、どこの段階でどうしていくんだろうとか、また、例え

ば、国の報告書を読みますと、毎月払いとか、それから出来高払いとか、いろ

いろ、平成 13 年の段階で示されているんです。素人ながら読むだけでも、今

の本県の制度と照らし合わせると、真逆とは言いませんが、かなり影響が大き

いなと言いますか、これは関係方面にかなり調整しないと混乱を来しかねない

というふうに思います。ましてや 11 年前に提言されているもので、メリット・

デメリットなんていうのは、これはもう、こんなに厚く出ているわけですから、

ここへ来て、この制度を新たに勉強していくということについて、緊急財政対

策で指摘されて、金科玉条のようにこういうすばらしいのがあると言われたと

きに、皆さん本当に、すばらしいものに出会ったというふうに、感動的に対応

していくということになるのかどうか、感想を伺っておきたいと思います。

環境共生都市部長

　委員のおっしゃるとおりでして、平成 13 年に既にこういう方式が提案され

ている。ただ、先ほど私どもが御答弁しましたように、入札制度というものは、

やはり日々新たなものを、企業の健全育成の観点から、少しでもより良いもの

につくり替えていくものでありますので、いろいろな相手方の中では、スーパ

ーゼネコンに対する入札の仕方もあるでしょうし、その動きの対象とした工事

の実施方法もあるでしょうし、そういう効果があるでしょうし、いろいろな可



能性は探っていきたいと思っておりますので、そういう中で、やはり大きな民

間の建築物の取引においては、こういうことも実際にやられていることも事実

でありますので、そういう方式についても、改めて研究してみようという意識

もございまして、何が何でもこの全ての工事に適用していこうというわけでは

ございません。当然通常の中小の企業が入ってきたときには、やはりきちんと

した動きを出していただく、そういうことも必要ですので、入札方式の一方式

として、どの分野でこういうことをやっていったら一番良いのかも含めて、こ

れから検討していきたいと思っております。

高橋（稔）委員

　この平成 13 年の國島先生を中心にする委員会が清水建設とか大手ゼネコン

の方々が入ってやっていると側聞していますので、今おっしゃるように、なか

なかこの中小企業に軸足を置いた物の見方になっていないのかなと、私はそん

なふうに思うのですが、それでは、どこの工事を対象にしていくのかというこ

とになると思うのですが、例えば、新技術導入型ですよと。例えば、ＮＥＴＩ

Ｓに登録されているようなものもきちんと背景に考えていきますよとか、例え

ば、ＷＴＯ案件ですよとか、そういう何かしっかりしたメルクマールがないと、

今部長がそういう考え方なんですよと言っても、なかなか響かないと思うんで

すが、この辺のいわゆるどういう工事を対象にしていくのか、これはどういう

御見解ですか。

環境共生都市部長

　今、委員おっしゃったように、新たな技術提案を受ける特殊な工事、また、

相当大規模なＷＴＯ工事、そういったものをやはり私どもはターゲットとして

おります。

高橋（稔）委員

　そういう、ある程度絞っていくということなんだろうと思いますが、是非中

小企業といいますか、県内企業への影響もしっかり他の委員の質疑でも出てい

ましたが、これを念頭に置きながら取り組んでいくべきではないかなと思いま

すが、工事費の業者見積もり公募方式、総合評価方式、プロポーザル方式、そ

ういう発注方式もあるわけですが、これらと組み合わせる手法というのはどう

いうふうに具体的にされていって、その効果はどういうふうに期待できるのか、

併せて伺っておきたいと思います。

技術管理課長

　見積もり公募方式は、余り聞いたことのない方法と思われますので、簡単に

御説明いたしますが、これは実際に発注者が工事費の概算額を民間企業から公

募するという方式でございます。先ほどの委員からの質問にも若干かかるかも

しれませんが、どういう形で積算額を出すのか、設計施工一括でやるような場

合に、我々が見積もれないようなものを実際に受注する側に見積もらせるとい

う、そういうことも想定できるものとも思われます。



　それから、総合評価方式というのは、既に御案内かと思いますが、価格競争

だけではなくて、技術提案、その他、民間企業の持っている施工実績等の技術

力、こういったものを総合的に評価して相手先を決める、契約相手先を決める

方法でございます。

　同様に、プロポーザル方式というのは、価格競争になじまないような案件に

おきまして、やはり技術力の高いところを選定していくという方法でございま

す。

　その中で、これらを組み合わせる方法といたしましては、設計施工それぞれ

が民間の技術を活用するための予定価格の設定であったりだとか、それから受

注者の選定といったように、発注プロセスでそれぞれの段階で適用されるもの

でありますので、それぞれの特性を生かせるような適切な組合せを検討する必

要があるというふうに思っています。

　例えば、その設計施工一括発注は民間企業の技術を設計に生かして、経済的

な工事や工期の短縮を実現するための方法ということで考えておりますが、こ

れを実際に発注するに当たって、どこに任せるかといったようなことをやると

きに、総合評価方式のように、価格競争だけではなくて、優れた技術力との両

面から評価して、若しくは同様な工事における実績などを評価しながら企業を

選定することができるということで、これらを組み合わせることによりまして、

お互いの特性を生かし、それぞれの方式の特性を生かしまして、民間の活力を

より一層開くことが期待できるというふうに考えております。

高橋（稔）委員

　今、答弁でもおっしゃった見積りの妥当性の確認をどうするのかなという思

いで伺っていたんですが、やっぱり見積りの妥当性の確認、そして、いわゆる

官積算単価への置き換えということになると、また負担も伴ってきますし、ど

うするのかなということもありますし、そういうことを考えると、予定価格に

はある程度の設計もしておかないとなかなか難しいでしょうし、組み合わせる

と言っても、なかなか労力がかかる話だなというふうな感を強く受けるのです

が、どういう御見解ですか。

技術管理課長

　委員御指摘のとおり、様々な課題があるというふうに認識しております。

高橋（稔）委員

　少し確認ですが、設計施工一括発注方式というのは、随意契約はあり得るん

ですか。

技術管理課長

　今のかながわ方式の中で、随意契約というのは基本的にやらないということ

にはなっておりますが、それとは別に、先ほど申し上げましたプロポーザル方

式というのがございますが、プロポーザル方式というのは、実際その技術提案

というものを立てまして、この技術提案のよしあしであったりとか、その企業



の持つ様々な実績だとか、そういったもので評価をして、その技術、その評価

点によって相手先を決める、そういうやり方でございます。この場合には、相

手先と随意契約をすることになります。

高橋（稔）委員

　したがって、設計施工一括発注方式の場合も、プロポーザル方式を使えば実

績的には随意契約になるのかということですよね。それはそれとして、これら

の取組は具体的にどういう手順で、いわゆる組み合わせていく手法ですとか、

どういう手順で具体的に進めていくお考えなんですか。

県土整備局経理課長

　委員のお話のとおり、かながわ方式の前提といったようなものを崩さないと

いう中で我々は検討していかなければならないというふうに考えています。今

後、先ほど言いました設計、積算価格の見直しですとか、新たな発注方式など

につきましては、早急に検討するとともに、お話のありましたとおり、関係団

体には更にこれはいろいろの意味で知りたい、あるいは情報交換をしなければ

ならないと、そういったものを積んでいかなければならないというふうに考え

ております。結果だけをお話しするということで御意見を聞くという形でなく

て、検討する中で、段階、段階でもいろいろと状況をお話しさせていただきな

がら丁寧な形で今後積み重ねた上で検討していきたいなというふうに考えてお

ります。

　そうしたことによりまして、例えば仮にですが、平成 25 年度の工事などで

も対応ができるのかどうかも含めて今後考えていきたいというふうに考えてお

ります。

高橋（稔）委員

　先ほど答弁の中で、対象工事ということで伺いましたが、そうしたものにつ

いても、もう少し関係方面の検討も当然踏まえていただくことも強く要望しな

がら、質問はこれで終わります。


